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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第53期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第52期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 2,418,2202,243,8539,528,384

経常利益（千円） 9,720 － 74,582

経常損失（千円）    －    32,360 －

四半期（当期）純利益（千円） 4,669     14,817

四半期（当期）純損失（千円） － 68,707 －

純資産額（千円） 1,989,3361,928,4121,994,746

総資産額（千円） 3,656,5043,498,0503,827,821

１株当たり純資産額（円）     156.65 151.85 157.08

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
0.37 － 1.17

１株当たり四半期（当期）純損失金額（円） － 5.41 －

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 54.4 55.1 52.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△157,207△14,491 △78,576

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
40,570 133,414 84,012

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△22,290 △92,300 4,060

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 262,035 437,082 410,459

従業員数（人） 257 241 246

　（注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。

        ２. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第53期第１四半期連結累計（会計）期間

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在していないため、第52期第１四半期連結累計（会

計）期間及び第52期は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。　

 

EDINET提出書類

ムラキ株式会社(E02836)

四半期報告書

 2/27



２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 241 (68)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しており

ます。

　　

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 231 (63)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第１四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

(1）仕入の状況

　当社グループは、カーケア関連商品販売を主たる事業としているため、生産及び受注の状況に代えて、仕入の状況

を記載します。

　仕入実績

セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　　　　金額（千円） 前年同期比（％）

カーケア関連商品販売 1,559,041 －

その他 69,534 －

合計 1,628,575 －

 (注)　１.　上記の金額は仕入価格によっており、セグメント間の取引については、相殺消去しておりません。

 　　　２.　上記の金額には、消費税は含まれておりません。

　

　なお、「カーケア関連商品販売事業」の商品区分別仕入実績は、次の通りであります。

商品区分別

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　　　　金額（千円） 前年同期比（％）

自動車補修部品 824,829 97.9

自動車ケミカル 337,566 92.9

自動車用品 37,619 80.9

自動車内小物 19,091 83.8

サービスステーション備品 272,712 104.2

冷暖房用品 23,064 90.1

販売促進用ギフト 31,053 82.0

店装器具 13,104 45.3

合計 1,559,041 95.7

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）販売の状況

　セグメントごとの販売実績は次の通りであります。

セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　　　　金額（千円） 前年同期比（％）

カーケア関連商品販売 2,169,935 －

その他 94,124 －

合計 2,264,060 －

(注)　１.　上記の金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については、相殺消去しておりません。

　　　２.　上記の金額には、消費税は含まれておりません。
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　なお、「カーケア関連商品販売事業」の商品区分別及び地区別販売実績は、次の通りであります。

商品区分別販売実績

商品区分別

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　　　　金額（千円） 前年同期比（％）

自動車補修部品 1,194,140 92.2

自動車ケミカル 467,643 93.9

自動車用品 48,024 78.9

自動車内小物 20,452 75.7

サービスステーション備品 364,068 100.8

冷暖房用品 33,426 113.0

販売促進用ギフト 35,425 86.6

店装器具 6,754 25.4

合計 2,169,935 92.7

地区別販売実績

地区別

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　　　金額（千円） 前年同期比（％）

東北地区 東北全県 223,134 79.0

北関東地区 栃木、茨城、群馬、埼玉 459,371 99.6

南関東地区 千葉、神奈川、静岡、山梨 494,301 96.6

東京地区 東京 168,304 82.4

北陸・信越地区 新潟、富山、石川、福井、長野 162,272 90.4

東海地区 愛知、三重 195,043 91.2

近畿地区 京都、大阪、兵庫 128,697 94.8

中国・四国地区 岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛 150,669 99.3

九州地区
福岡、長崎、熊本、佐賀、大分、

宮崎、鹿児島
188,140 94.4

合計 2,169,935 92.7

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性の

ある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当第１四半期報告書提出日現

在において当社グループが判断したものです。

　（１）市場環境に関するリスク

　　　　　サービスステーション（略称：ＳＳ）業界に対して主力販売商品である自動車関連用品の依存度が高く、市場の

縮小傾向、加速する業態変化の中で売上高の減少が続いていること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　また、ＳＳにおける大型機器類の販売及びサービスも行っておりますが、ＳＳの設備投資動向の影響を受けてお

り、今後も民間設備投資動向によっては、当社グループ経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。　　

　　　　　今後ともＳＳ以外の顧客に対し、営業活動を継続しＳＳ以外のシェアを高めることで、ＳＳ業界の業況に左右され

ない収益体制を目指します。また、既存のＳＳ市場に対しては、地域別及び顧客ニーズに応じた商品の提供、顧

客別スタイル、サービスを構築することで、より安定した売上高の確保を目指します。

　（２）売上高の減少が続く中で売上生産性が低下しているリスク

　　　　　石油元売商事会社の子会社化の本格始動によるＳＳの統廃合による顧客の絶対数の減少から、売上高の減少が当

社のグループの業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　　　　　納入シェアの拡大と高利幅商材の積極展開により縮小しても利益確保の体制を確立いたします。

　（３）業績に季節変動が生まれるリスク

　　　　　当社グループが販売する自動車用品及びエアコン関連ケミカルは新製品の発売時期と共に年末年始時期、年度末

時期に大きな需要期を迎える傾向にあり、当社グループの業績は四半期ごとに大幅に変動する可能性がありま

す。

　（４）製品の不具合によるリスク

　　　　　当社グループが提供する製品に誤作動、想定外の化学変化が生じた結果、当社グループに責任のある原因で支障が

生じた場合、または機能不足と認識された場合、損害賠償責任の発生やユーザーからの信頼喪失により、当社グ

ループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　（５）継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況によるリスク

　　　　　「継続企業の前提に関する事項」において記載しております通り、当社グループは、断続的に営業損失、当期純損

失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しているため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認

められます。詳細につきましては当該箇所をご参照下さい。当社は当該状況の解消を図るべく、「中長期的な経

営戦略」を策定し着実に実行してまいりますが、本計画通り進捗しなかった場合は、予想していた収益が確保

できない可能性があります。　

　（６）関連当事者取引について

　当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）において、当社と当社の関連当事者

の間に以下の取引があります。

　

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等
の名称又
は氏名

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及びそ

の近親者
田中舘喬 － －

当社取締

役

（被所有）

直接6.89　
－ － 資金の借入　　　

　

80,000

　

 短期借

入金 
   －

役員及びそ

の近親者　

田中舘喬

　
－　 －　

当社取締

役　

（被所有）

　

直接6.89　

－　 －　
資金の借入に

伴う利息　
618　 未払費用 　－　

　（注）１．田中舘喬に対する資金の貸付金利息については、市場金利を勘案して決定しております。

　　　　２．借入金につきましては、平成22年４月２日に利息と共に返済しております。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社グループの四半期連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されて

おります。当第１四半期連結会計期間において、特に重要な会計方針及び見積りに関する事項として説明を要する事

項は以下の通りであります。

　

（１）業績の状況

当第１四半期連結会計期間における我が国経済は、国内外の景気刺激策の効果により国内需要の一部や輸出に

回復の動きが見られ、企業収益の改善が一部で見られたものの欧州を中心とした海外景気の下振れに加え、円高と

デフレの長期化等により景況停滞の要因となる懸念材料が払拭されないまま推移いたしました。

このような状況のもと、当社グル－プの主力営業基盤でありますＳＳ業界（サービスステーション:略称Ｓ

Ｓ）における市場環境は、年々の縮小傾向に加え、セルフ化の産物的な販売人員の減少による販売力低下、個人消

費の低迷によるカーケア関連商品に対する需要の減退、更には石油元売商事会社の子会社化の本格的始動による

顧客の減少からかつてない厳しい経営状況が続いております。これに対し、当社といたしましては、新市場の開拓、

納入シェア拡大による生産性の改善に取り組んでまいりました。しかしながら、売上高の減少に歯止めがかから

ず、当第１四半期連結会計期間の業績は売上高 2,243百万円（前年同期比 7.2％減）となりました。

収益面におきましては、原価の低減化、更なる販売費及び一般管理費の圧縮に取り組んだ結果、売上原価（前年

同期比 6.7％減）販売費及び一般管理費（前年同期比 1.3％減）を達成しましたが、売上総利益の未達分をまか

ないきれず、営業損失 41百万円（前年同期は営業利益 ７百万円）経常損失 32百万円（前年同期は経常利益　９

百万円）、特別損失 26百万円ならびに法人税等 10百万円を計上し、四半期純損失は、68百万円（前年同期は純利

益 ４百万円）となりました。

当会計期間以降におきましては、原点回帰の観点から、当社の得意分野である機能部品の全国キャンペーンと

ＳＳにおける設備投資を促進させる大型器材展示会を基軸に高利率商品を販売計画に取り入れ、前連結会計年度

同様、反転攻勢での経常利益の大幅確保に結びつけます。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

主力事業である「カーケア関連商品販売」事業につきましては、上記要因から売上高は 2,169百万円（前年同

期の売上高 2,339百万円）、営業損失は 34百万円（前年同期は営業利益 11百万円）となりました。「その他」に

つきましては、自動車ディ-ラー部門等の売上高は 94百万円（前年同期の売上高は 151百万円）、営業損失は ８

百万円（前年同期の営業損失 ７百万円）となりました。

　

（２）財政状態及びキャッシュ・フローの状況

  　当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ26

　百万円増加し437百万円となりました。

　　当第１四半期連結会計期間末における各キャッシュ・フローの状況と増減の要因はつぎのとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　営業活動の結果支出した資金は14百万円（前年同期は157百万円）となりました。これは主要因として、税

　金等調整前四半期純損失58百万円、固定資産売却損12百万円、賞与引当金の増加19百万円、売上債権の減少93

　百万円、棚卸資産の減少額57百万円、仕入債務の減少155百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　投資活動から得られた資金は133百万円です。これは主要因として有形固定資産の売却による収入128百万

　円、差入保証金の回収７百万円に対して、有形固定資産の取得による支出２百万円、差入保証金の支出２百

　万円によるものです。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動の結果支出した資金は 92百万円です。これは短期借入金の減少80百万円と長期借入金の約定返済

　12百万円によるものです。　　　　

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

 

（４）研究開発活動

 　　 該当事項はありません。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,700,000 12,700,000
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）

単元株式数

1,000株　

計 12,700,000 12,700,000 ─ ─

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成22年４月１日～

　平成22年６月30日　
－　 12,700,000 －　 1,870,700 － 58,604

　　

 

（６）【大株主の状況】

  大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　12,696,000 12,696 －

単元未満株式 普通株式　 　　4,000 － －

発行済株式総数 12,700,000 － －

総株主の議決権 － 12,696 －

　（注）単元未満株式数には、当社所有の自己株式924株が含まれております。  

 

②【自己株式等】

　 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　ムラキ株式会社
　東京都多摩市関戸

２丁目24番地27
－ － － －

　計　 　－ － － － －

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 52 62 46

最低（円） 41 39 39

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当第１四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはリンクス監査法人による四半期レビューを受け、また当第１四半期連結会計期間（平成22

年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表については、リンクス有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、リンクス監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成21年12月25日をもってリンクス有限責任監査法人と

なっております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 459,082

※1
 432,459

受取手形及び売掛金 1,099,414 1,191,403

商品及び製品 672,364 730,151

その他 91,500 130,549

貸倒引当金 △2,820 △3,116

流動資産合計 2,319,542 2,481,447

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 779,028 878,110

減価償却累計額 △649,328 △722,825

建物及び構築物（純額） ※1
 129,699

※1
 155,285

機械装置及び運搬具 43,888 43,046

減価償却累計額 △26,071 △24,258

機械装置及び運搬具（純額） 17,817 18,787

土地 ※1
 438,325

※1
 556,489

リース資産 2,875 2,875

減価償却累計額 △575 △431

リース資産（純額） 2,299 2,443

その他 170,414 175,304

減価償却累計額 △153,390 △156,876

その他（純額） 17,023 18,428

有形固定資産合計 605,165 751,434

無形固定資産

無形固定資産 50,623 52,732

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 46,645

※1
 44,771

差入保証金 449,450 468,997

その他 54,915 58,582

貸倒引当金 △28,292 △30,144

投資その他の資産合計 522,719 542,206

固定資産合計 1,178,508 1,346,374

資産合計 3,498,050 3,827,821
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 834,466 993,456

短期借入金 49,200 129,200

未払法人税等 11,369 47,396

賞与引当金 19,593 －

リース債務 548 －

その他 98,002 90,010

流動負債合計 1,013,179 1,260,063

固定負債

長期借入金 99,100 111,400

リース債務 1,812 2,549

退職給付引当金 431,146 435,319

役員退職慰労引当金 1,750 1,750

その他 22,648 21,992

固定負債合計 556,458 573,011

負債合計 1,569,638 1,833,074

純資産の部

株主資本

資本金 1,870,700 1,870,700

資本剰余金 58,604 58,604

利益剰余金 3,811 72,518

自己株式 △208 △208

株主資本合計 1,932,908 2,001,615

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △4,495 △6,868

評価・換算差額等合計 △4,495 △6,868

純資産合計 1,928,412 1,994,746

負債純資産合計 3,498,050 3,827,821
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 2,418,220 2,243,853

売上原価 1,744,322 1,627,505

売上総利益 673,897 616,348

販売費及び一般管理費

報酬及び給料手当 314,425 297,914

賞与引当金繰入額 － 19,593

その他 352,245 340,070

販売費及び一般管理費合計 666,670 657,577

営業利益又は営業損失（△） 7,226 △41,229

営業外収益

受取利息 399 1,188

仕入割引 － 8,651

その他 5,859 2,261

営業外収益合計 6,259 12,100

営業外費用

支払利息 1,538 1,009

手形売却損 2,008 2,144

その他 218 76

営業外費用合計 3,765 3,231

経常利益又は経常損失（△） 9,720 △32,360

特別利益

その他 6,088 258

特別利益合計 6,088 258

特別損失

固定資産除却損 ※1
 33

※1
 8

固定資産売却損 － 12,822

投資有価証券評価損 650 500

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 12,940

特別損失合計 683 26,271

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

15,126 △58,372

法人税、住民税及び事業税 10,456 10,334

法人税等合計 10,456 10,334

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △68,707

四半期純利益又は四半期純損失（△） 4,669 △68,707
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

15,126 △58,372

減価償却費 12,814 9,233

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 12,940

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,135 △2,148

賞与引当金の増減額（△は減少） － 19,593

退職給付引当金の増減額（△は減少） 416 △4,172

受取利息及び受取配当金 △441 △1,240

支払利息 1,538 1,009

固定資産売却損益（△は益） △9 12,822

投資有価証券評価損益（△は益） 650 500

固定資産除却損 33 8

売上債権の増減額（△は増加） 31,463 93,604

たな卸資産の増減額（△は増加） 103,810 57,794

その他の流動資産の増減額（△は増加） 78,119 32,739

差入保証金の増減額（△は増加） △67,559 △710

仕入債務の増減額（△は減少） △272,476 △155,614

その他の流動負債の増減額（△は減少） △29,675 7,889

未収消費税等の増減額（△は増加） 4,900 －

未払消費税等の増減額（△は減少） 16,510 1,840

その他 △3,114 945

小計 △114,029 28,659

利息及び配当金の受取額 274 2,759

利息の支払額 △1,453 △1,641

法人税等の支払額 △41,999 △44,269

営業活動によるキャッシュ・フロー △157,207 △14,491

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 45,000 －

有形固定資産の取得による支出 △5,570 △2,043

有形固定資産の売却による収入 10 128,977

無形固定資産の取得による支出 △2,981 －

貸付金の回収による収入 1,153 296

差入保証金の差入による支出 － △2,315

差入保証金の回収による収入 2,660 7,714

保険積立金の払戻による収入 298 972

その他 － △187

投資活動によるキャッシュ・フロー 40,570 133,414

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △80,000

長期借入金の返済による支出 △22,290 △12,300

財務活動によるキャッシュ・フロー △22,290 △92,300

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △138,927 26,623

現金及び現金同等物の期首残高 400,963 410,459

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 262,035

※
 437,082
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【継続企業の前提に関する事項】

  当社の主力販売商品であるカーケア関連商品の販売先であるサービスステーション（略称：ＳＳ）業界においては、

景気後退に伴い顧客のＳＳへ来店する頻度は減少し、ガソリン等自動車用燃料油の販売量が減少するに止まらず、燃料

油以外（カーケア関連商品）の販売機会の喪失等、当社グループのカーケア関連商品卸売事業を取り巻くＳＳ業界の市

場環境は厳しい状況におかれております。

  このような環境下にあって、前連結会計年度に営業利益を計上したものの、売上高は平成15年以降継続的に減少し、当

第１四半期連結累計期間末におきましては、41百万円の営業損失及び14百万円の営業キャッシュ・フローのマイナスを

計上しております。

  これにより当社グループは継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。当該状況を解消すべく、下記の

取り組みを具体的に実施してまいります。

　

（１）売上高の維持拡大

(イ)　ＳＳ向け販売体制の再構築 

  ＳＳの減少、ＳＳにおける取扱い商品の絞り込みが大幅な売上高減少の要因となっており、営業体制の見直し、

顧客ニーズに合った商品企画提案により売上高減少に歯止めをかけます。

① 顧客分析によるターゲット顧客の選別、地域ルート戦略の見直しによる効率営業を実現し、顧客のニーズ

に対応した販売施策、商品施策をスピーディーに展開してまいります。また、大手特約店とのＥＤＩ化の推

進を継続して行い、さらなる囲い込みを図ります。

② 重点商品販売は、全社企画を中心とした商品施策を展開するとともに、新商品開発、販売に関する情報

を可視化し全社員が共有することにより、競合他社より優位性を持った営業活動を実現させます。

③ 営業体制の見直し

・既存市場のターゲット分析により、効率営業を実現し人時生産性を高めます。

・市場規模に合わせた営業体制に再編し、効率化向上と売上高拡大を図ります。

・ＦＣ(暖簾)制度を見直し、拡大・拡張戦略を具現化し売上高拡大を図ります。

(ロ) 新規事業企画の推進

  既存市場にこだわらずＳＳ外にも目を向け、消費者ニーズに合った販売商品の開発、販路の開拓など新しいビ

ジネスチャンスとなる新規事業を企画推進します。本社部門の営業力を強化し、主力事業及び新規事業の活性化

と推進力を高めてまいります。

① 大口ユーザーとの連携強化による拡販推進

新規事業部門による企画提案の頻度を高め、大口ユーザーとの連携強化を図り、売上高増加を図ります。

　

（２）コスト削減

　  全社的な経費削減運動を継続するとともに、コスト削減と資金繰りの改善を図ります。

① 各部門ごとに役割を明確にし、在庫削減並びに鮮度管理を本社主導で進めてまいります。販売計画に基

づく商品仕入と、営業所の在庫管理の標準化により、過剰仕入による在庫多寡を防ぎ資金繰りの改善を図り

ます。

② 売掛債権の回収短縮化及び回収管理の徹底により、不良債権の発生を防止し資金繰りの改善を図ります。

③ 不採算および発展性のない事業に関しては、縮小、撤退を進めます。ただし中期、長期的に発展性が見込

まれる事業に関しては、主力事業の効率化を図り、経営資源投入を具体化し、事業の展開を進めてまいりま

す。

　

（３） キャッシュ・フローの改善

前連結会計年度から取り組み実施している在庫削減を継続実施いたします。

今期においても引き続き在庫削減、仕入ロス削減、さらに売掛債権の回収サイトの短縮、仕入先に対する差入保

証金の解除（適正提供額の見直し）などにより資金確保を進めてまいります。

 

四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な不確実性の影響を四半期連

結財務諸表には反映しておりません。
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日　　至　平成22年６月30日）

１．資産除去債務に関する会計基準の　

適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。

　これに伴う、営業利益および経常利益に与える影響は軽微であり、税金等調

整前四半期純利益は12百万円減少しております。

　

【表示方法の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

(四半期連結損益計算書関係）

　

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基

づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府

令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第１四半期連結累計期間

では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

　 　前第１四半期連結会計期間において営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

した「仕入割引」は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計

期間より区分掲記することとしました。

 

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算を策定し

ているため、当該予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定しており

ます。

　なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定しております。

２. 法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法　

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や控除税額項目

を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度において使用

した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっており

ます。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

の通りであります。

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

の通りであります。

担保に供している資産 担保に供している資産

現金及び預金   22,000千円

建物及び構築物 126,656 

土地 438,325 

投資有価証券 27,380 

合計 614,361 

現金及び預金 22,000千円

建物及び構築物 151,437 

土地 559,940 

投資有価証券 27,380 

合計 760,758 

２．受取手形割引高  234,358千円 ２．受取手形割引高　 239,471千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１.　固定資産除却損の内訳は、次の通りであります。 ※１.　固定資産除却損の内訳は、次の通りであります。

機械装置及び運搬具 13千円

その他 19 

計 33 

工具器具備品 8千円

　 　 

　 　 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

現金及び預金 291,535千円

預入期間が３か月を超えている定期預金

及び担保に供している預金

△29,500

 
 

現金及び現金同等物 262,035 

現金及び預金 459,082千円

預入期間が３か月を超えている定期預金

及び担保に供している預金

△22,000

 
 

現金及び現金同等物 437,082 
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式で12,700千株であります。

 

 

 

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式で単元未満株式924株であります。

 

 

 

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

 

 

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
カーケア関連
商品販売

（千円）

その他
（千円）

計（千円）
消去又は全社

（千円）
連結　　（千
円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 2,339,43178,7882,418,220 － 2,418,220

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
323 72,720 73,044(73,044) －

計 2,339,755151,5092,491,265(73,044)2,418,220

営業利益又は営業損失

（△）
11,114△7,220 3,894 △3,332 7,226

　（注）１．事業区分の方法

事業区分は、商品の種類及び販売方法の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な商品

　事業の種類別
　セグメントの名称

事業の内容

カーケア関連商品販売
自動車補修部品、自動車ケミカル、サービスステーション備品、

販売促進物ギフト、自動車内小物等の販売

その他

自動車ボディメンテナンス関連資材・機材の販売等、看板・チラ

シ等の販促物の企画・製作

自動車の販売及び整備

保険・旅行の代理業務、自動車の賃貸、金券・チケットの販売

グループ会社の社員教育、金融事業

 

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）において本邦以外の国又は地域に所

在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。

 

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）において海外売上高がないため該当

事項はありません。
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【セグメント情報】

１.報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、カーケア関連商品販売を主たる事業としており、「自動車補修部品」「自動車ケミカル」「サービ

スステーション備品」等の「カーケア関連商品販売」と「自動車販売及び整備」「看板・チラシ等の販促物

の企画・製作」「保険・旅行の代理業務」等の「その他」を報告セグメントとしております。

なお、前連結会計年度のセグメント区分から変更はありません。　

　

２.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年６月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　　　　　

　

報告セグメント

調整額

四半期連結

損益計算書

計上額

カーケア関連

商品販売
その他 計

　売上高 　 　 　 　 　

 (１)外部顧客への売上高 2,169,77574,0772,243,853 - 2,243,853

 (２)セグメント間の内部

売上高又は振替高
159 20,047 20,206(20,206) -

計 2,169,93594,1242,264,060(20,206)2,243,853

セグメント損失 34,228 8,040 42,268 1,039 41,229

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。
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（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 151.85円 １株当たり純資産額 157.08円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 0.37円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－円

１株当たり四半期純損失金額（△） △5.41円

潜在株式調整後１株当たり四半期　純

利益金額
－円

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純損失については、前第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純利益が計

上されており、また、潜在株式が存在しないため、当第１四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

 

　（注）　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額 　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 4,669 △68,707

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
4,669 △68,707

期中平均株式数（千株） 12,699 12,699
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（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日　　至　平成22年６月30日）

（重要な子会社の事業及び資産の譲渡） 

　　１. 事象発生の時期

　　　　　平成22年７月29日開催の取締役会決議

　　２. その旨および理由

　　　　　近年の業績低迷により、営業損益の回復が困難な状況にあることから過年度より推し進めている不採算事業

　　　　からの撤退という経営方針に沿って、フォード山梨店の資産の売却を含めたフォード自動車関連事業譲渡を行

　　　　うものであります。これにより、損益に与える影響は現在算定中であります。

　　３. 譲渡する相手（会社）の名称

　　　　　株式会社タカサワ

　　４. 譲渡資産の種類及び概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　　　

資産の名称 帳簿価額 譲渡価額 現況

機械及び装置 1,854 1,297 稼働中

器具及び備品 994 695 稼働中

棚卸資産 3,161 未定 販売中

合計 2,883 未定 　

　　５. 譲渡の時期 

　　　　　平成22年８月31日

　　６. 譲渡価額

　　　　　未定
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月10日

ムラキ株式会社

取締役会　御中

リンクス監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 舩津　雅弘　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 川邉　慎太郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているムラキ株式会社の平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ムラキ株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に関する注記に記載されているとおり、会社の売上高は平成15年以

降継続的に減少し、営業損失を計上している。前連結会計年度においても19百万円の営業損失及び100百万円の営業キャッ

シュ・フローのマイナスを計上している。当第１四半期連結会計期間において７百万円の営業利益を計上したものの157百

万円の営業キャッシュ・フローのマイナスを計上している状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してい

る。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

                                                                                                  　　　以上　

 

（注）　１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月10日

ムラキ株式会社

取締役会　御中

リンクス有限責任監査法人

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 舩津　雅弘　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 川邉　慎太郎　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているムラキ株式会社の平

成22年4月1日から平成23年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（平成22年4月1日から平成22年6月30日

まで）及び第1四半期連結累計期間（平成22年4月1日から平成22年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ムラキ株式会社及び連結子会社の平成22年6月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度に営業利益を計上したものの、売上高は

平成15年以降継続的に減少し、当第1四半期連結累計期間末においては、41百万円の営業損失及び14百万円の営業キャッ

シュ・フローのマイナスを計上している状態にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在してお

り、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性

が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

                                                                                                  　　　以上　

 

（注）　　１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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